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研究目的 
現在、道は約21万棟、総延床面積約817万㎡の施設を保有しています。これらの設備更新や修繕、暖冷房・

空調設備等の運用方法の改善により、光熱関連の運用エネルギー削減を図ることが可能になれば、全体の維持

管理コストやCO2削減に大きな効果が期待されます。 

本研究では、道有施設を対象に関連部局と連携を図りながら、暖冷房・空調設備の最適運用や更新時に合わ

せて高効率設備機器を導入するなど、投資効果が高い手法で運用エネルギー・コストを削減する改修プログラ

ムを提案します。 

 

研究概要 
 平成 17 年度は既往の調査結果等を基に、

建築・設備属性、運用エネルギーに関する検

討を行い、施設を 6 分類 18 タイプに類型化

しました。 

平成 18 年度は、各施設毎に具体的な対応

策を見出すため、198 施設を対象にエネルギ

ー使用量に関するアンケート調査を実施し、

昨年度開発*1した「北海道既存建築物の省エ

ネ改修・運用改善支援ソフト：Dear.H 」を

用いて各施設の用途別運用エネルギーの消

費構造を明らかにするとともに、施設分類毎

の標準的必要運用エネルギー量を推定しま

した。（図２） 

また、標準値に比べてエネルギー使用量が

突出している施設をいくつか抽出し、運用方

法等に関するヒアリング調査や現地調査を

行い、運用改善による省エネ・省コスト効果

が期待される施設に対して、平成 18 年度冬

季から運用改善の試行・性能検証を開始して

います。  

 

*1 重点領域研究「一般建築物の運用エネルギー低減を目的

とした簡易コミッショニングシステム開発に関する研究（平

成15～17年度）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図１■研究フロー 
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経過と今後の計画 
 平成19年度は、これまでの調査・検討で得ら

るとともに、引き続き運用改善・性能検証を進め

これらの成果は、道有施設のほか、市町村所

削減に貢献することができます。 
図２■施設分類毎の標準的必要運用エネルギーの推定 
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れた施設分類毎の必要運用エネルギー標準値の推定精度を高め

、施設分類毎の運用改善、改修プログラムを提案します。 

の公共建築、民間建築に展開することで、民生エネルギーの


